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4-3-4　高規格堤防の進捗率

河 川 名 区間
延長 整備済延長

うち、高規格堤防の基本
的な断面形状が確保され
た区間

江 戸 川 22.0 1.9 0.7
荒 川 51.9 6.2 0.7
多 摩 川 15.3 2.8 1.7
淀 川 22.8 1.5 0.1
大 和 川 6.9 3.0 0.3
合 計 118.9 15.4 3.4

現在の高規格堤防整備区間約120kmにおける進捗状況	 （令和3年 4月末時点）
○整備延長	 （単位：km）

河 川 名 区間
延長 整備済延長

うち、高規格堤防の基本
的な断面形状が確保され
た区間

江 戸 川 8.6 3.1
荒 川 12 1.4
多 摩 川 18 11
淀 川 6.4 0.4
大 和 川 39 3.9
全国の整備延長
約120kmに対す
る割合

13 2.9

※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

○整備区間延長に対する整備延長の割合	 （単位：％）

4-3-5　河川激甚災害対策特別緊急事業一覧	 （平成 31 〜令和 3 年度予算）
1．総括表	 （単位：百万円）

直轄 補助 計

平成31年度当初 18,236 5,100 23,336

令和2年度当初 28,555 11,685 40,240

令和3年度当初 17,729 1,984 19,712

2．河川別
直轄	 （単位：百万円）	

都道府県（施工地） 河川名 金額

平成31年度当初

秋田県
茨城県
岡山県
愛媛県

雄物川
鬼怒川
高梁川
肱川

3,003
12,153
1,549
1,531

合計 4事業 18,236

令和2年度当初

秋田県
茨城県
岡山県
愛媛県
佐賀県

雄物川
鬼怒川
高梁川
肱川
六角川

4,038
11,747
4,646
1,924
6,200

合計 5事業 28,555

令和3年度当初

秋田県
岡山県
愛媛県
佐賀県

雄物川
高梁川
肱川
六角川

3,958
5,221
1,971
6,579

合計 4事業 17,729

補助	 （単位：百万円）

都道府県（事業主体） 河川名 金額

平成31年度当初

岩手県
大分県
岡山県
愛媛県
岡山県
広島県

小本川
津久見川

末政川・高馬川・真谷川
肱川・久米川
砂川

沼田川・天井川
仏通寺川・梨和川・菅川

1,000
1,140
1,300
700
560
400

合計 6事業 5,100
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4-3-6　河川災害復旧等関連緊急事業一覧	 （平成 31 〜令和 3 年度予算）
1．総括表	 （単位：百万円）

直轄 補助 計

平成31年度当初 1,583 13,166 14,749

令和2年度当初 387 16,314 16,701

令和3年度当初 273 2,676 2,949

2．河川別
直轄 （単位：百万円）

都道府県（施工地） 河川名 金額

平成31年度当初

北海道
北海道
福岡県

十勝川
常呂川
筑後川

801
417
365

合計 3事業 1,583

令和2年度当初
福岡県 筑後川 387

合計 1事業 387

令和3年度当初
福岡県 筑後川 273

合計 1事業 273

補助	 （単位 :百万円）

都道府県（事業主体） 河川名 金額

平成31年度当初

岩手県
秋田県
秋田県
新潟県
大分県
福岡県
岡山県
北海道

安家川
淀川
上溝川
西又川
大肥川

桂川・荷原川
高梁川
ペーパン川

342
1,420
500
160
1,394
8,600
300
450

合　計 8事業 13,166

令和2年度当初

岩手県
秋田県
秋田県
新潟県
大分県
福岡県
岡山県
北海道

安家川
淀川
上溝川
西又川
大肥川

桂川・荷原川
高梁川
ペーパン川

816
1,726
1,160
52
1,260
10,400
300
600

合計 8事業 16,314

令和3年度当初
福岡県 桂川・荷原川 2,676

合計 1事業 2,676

※上記の他、補助には後進地域特例法適用団体補助率差額がある。
※事業費ベース

都道府県（事業主体） 河川名 金額

令和2年度当初

岩手県
大分県
岡山県
愛媛県
岡山県
広島県
佐賀県
栃木県
千葉県

小本川
津久見川

末政川・高馬川・真谷川
肱川・久米川
砂川

沼田川・天井川
仏通寺川・梨和川・菅川
武雄川、広田川、山犬原川

秋山川
一宮川

1,560
1,800
1,700
2,000
1,820
900
615
1,040
250

合計 9事業 11,685

令和3年度当初

愛媛県
栃木県
千葉県

肱川・久米川
秋山川
一宮川

624
300
1,060

合計 3事業 1,984

※上記の他、補助には後進地域特例法適用団体補助率差額がある。
※事業費ベース




